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和文要約 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の津波被害は、それまでの想定を越える甚大なもの

であった。この経験を踏まえ、内閣府から南海トラフ巨大地震に関する新想定が平成 24 年に公表さ

れた。そして、この新想定によって甚大な津波被害が想定された地域を中心に、津波避難タワーや

人工高台などの津波避難施設が新たに建設された。津波避難タワーなどの多くは、津波浸水想定区

域内に建設されることから、これらの施設への津波避難には、メリットとデメリットが存在する。

しかし、地域住民が津波避難タワーや津波避難ビルへの避難に対してどのような認識を持っている

のかは詳細に把握されていない。 

本研究では、住民の津波避難施設への避難に関する認識と津波襲来時の津波避難意向の関連を把

握した。具体的には、和歌山県新宮市と南海トラフ巨大地震が想定されている太平洋沿岸 6 県 102

市町村の 2 つを対象にアンケート調査を実施し、津波避難タワー・ビルへの避難に関するメリット・

デメリットに関する認識と避難先選択との関係を把握した。その結果、避難途中で被災する危険性

を強く考慮し、二度逃げの必要性をあまり考慮していない人が、避難タワー・ビルへの避難を選択

する傾向にあることが把握された。さらに、高齢世代は避難途中で被災する危険性を考慮し、若い

世代は二度逃げの必要性を考慮することが把握された。以上の結果より、平常時から個人属性に応

じた情報提供をする必要があることが確認された。 
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１．はじめに 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、東

北地方の太平洋沿岸を中心に、それまでの想定を越えた

巨大な津波の襲来により、甚大な被害が生じた。この経

験を踏まえ、内閣府は、それまでの想定を見直し、南海

トラフ巨大地震に関する新しい想定を公表した（内閣府

南海トラフ巨大地震モデル検討会、2014）。そして、この

新想定によって、甚大な津波被害が想定された地域を中

心に、津波避難タワー、津波避難ビルや人工高台などの

津波避難施設が新たに建設されている。 

例えば、津波避難タワーの建設数は、著者らがweb 検

索により津波避難タワーの設置が確認された全国 18 府

県の沿岸部に位置する全 308 市町村の HP を確認したと

ころ、震災前は 45 基であったのに対し、震災後（平成

27 年 12 月 24 日時点）では 224 基となっていた。また、

津波避難ビルの指定数は、東日本大震災が発生した平成

23 年に国土交通省が岩手県、宮城県、福島県を除く沿岸

地域の 610 市町村を対象に実施した調査では、1,876 棟

（平成 23 年 6 月 30 日時点）であった（国土交通省「津

波避難ビル等に関する実態調査」、2011）のに対し、2 年

後の平成 25 年 12 月時点では、10,358 棟となっていた（内

閣府、津波避難ビル及び津波避難タワーの整備数）。 

ここで、東日本大震災時における津波からの緊急的な

避難施設の被災状況をみてみる。岩手県、宮城県、福島



県の被災自治体では、津波避難施設 364 箇所のうち、「津

波からの緊急的な退避を目的とした建物」には約 24％が

該当し、そのうち約 60%は津波想定範囲外にあったにも

かかわらず、実際には約 86％が津波により浸水被害を受

けた（内閣府 HP、津波避難対策検討ワーキンググルー

プ報告）。一般に、津波避難タワーや津波避難ビルは、公

共施設や高台など既存の津波避難場所への避難が完了す

るまでに時間を要する地域において、その短縮を目的に

整備される。そのため、地域住民は、津波避難タワーや

ビルへ避難することで、それまでよりも短い時間で避難

を完了することが可能となる。その一方で、津波避難タ

ワーや避難ビルは前述の目的を達成するために、津波想

定浸水域内に整備されることが多い（例えば、浜松市HP、

黒潮町HPなど）。そのため、津波避難タワーやビルに避

難した場合、東日本大震災のようにそれまでの想定を越

える津波が襲来してしまうと、タワーやビルの最上階か

らさらに高いところに移動することができない、すなわ

ち“二度逃げ”できずに、被災してしまう可能性がある。

ここで本研究では、襲来した津波の大きさに応じて、最

初に避難した場所よりもさらに高い場所を目指して避難

することを“二度逃げ”と定義する。東日本大震災の際

に、岩手県釜石市では、2 階建ての鵜住居防災センター

に避難した住民が想定を超える津波の襲来により、津波

襲来後に“二度逃げ”できずに多くの住民が犠牲となっ

てしまった。その一方で、津波の状況（目から入る情報

（目視））により、更に高台へ逃げた（二度逃げした）事

例があったことが報告されている（釜石市HP）。 

このように、津波避難タワーやビルへの避難には、「避

難完了までに要する時間の短縮」というメリットと、「想

定を超える津波が襲来した場合に“二度逃げ”できない」

というデメリットが存在する。そのため、津波避難タワ

ー・ビルへの避難は、想定されている津波高や津波到達

時間と地震発生時の状況を鑑みて、自らの命を守ること

に寄与する可能性が最も高いと考えられる状況である場

合にのみ実施されるべきである。しかし、避難先の決定

に際して、住民が津波避難タワー・ビルのメリット・デ

メリットをどの程度考慮しているのかについては、十分

に把握されていない。そこで本研究では、住民の津波避

難施設への避難に関するメリット・デメリットに対する

認識と津波襲来時の津波避難意向の関連を把握すること

を目的とする。具体的には、津波避難先として、「津波浸

水域外の公共施設や高台などの避難施設」と「浸水域内

にある津波避難タワー・ビルなどの避難施設」の 2 つが

ある仮想的な状況を提示し、いずれの避難施設に避難し

ようと思うか（避難意向）を把握する（分析 1）。そして、

前述の避難先選択に際して、津波避難タワーやビルへの

避難に関するメリット・デメリットをどの程度考慮した

のかを把握する（分析 2）。最後に、津波避難タワーへの

避難に関するメリット・デメリットに対する認識と避難

意向との関係を明らかにする（分析 3）。 

２．津波避難タワー・ビルへの避難に関する既往研究 

津波避難タワー・ビルへの避難に関する研究として、

大原ら（2012）は、東日本大震災時に、すでに津波避難

場所として指定されていた避難場所・ビルの効果と課題

を検証している。その結果から、既存の津波避難場所へ

の避難距離に地域差があり、津波避難場所への距離が

400～600mの地域では被害軽減の効果があったが、800m

以上の地域では被害軽減の効果が見られなかったことを

明らかにしている。また、桑沢ら（2015）はシミュレー

ション分析により、津波避難施設の設置場所のあり方に

ついて考察している。分析の結果より、氾濫域内に津波

避難場所を設置すると、高台とは反対の海岸方向への危

険な避難を誘発し、被害が拡大する可能性があることを

指摘している。その一方で、津波避難施設を氾濫域内と

域外の境界付近に設置することで、地域全体の津波被災

者数は最小となることを明らかにしている。そして、こ

れらの結果を踏まえ、津波避難タワーの最も効果的な活

用形態は、氾濫から効率的に逃れるための方向を示すシ

ンボルとしての役割を主として、避難途中において津波

が目前に迫った場面においてのみ逃げ込む施設とするこ

とが提言されている。 

ここで、津波避難行動に関する研究では、「避難する／

避難しない」の意思決定に関するものが多く（例えば、

桑沢ら 2006、佐藤ら 2008、金井・片田 2012 など）、ま

た避難行動に関するシミュレーション分析における避難

先の選択については、最寄りの避難場所を割り当ててい

ることが少なくない（例えば、藤岡ら 2002、鈴木・今村 

2004、片田・桑沢 2006、源ら 2009 など）。先に示した

桑沢ら（2015）の研究についても、個々の住民が避難先

の種類や特性に関わらず、最寄りの避難場所へ避難する

ことを仮定しているために、前述の分析結果になったも

のといえよう。しかし、津波避難タワー・ビルが避難先

として選択肢にある場合に、既存研究のように機械的に

最寄り避難場所を避難先としてしまうことは、地震発生

時の住民避難行動を適切に再現できない可能性があると

考えられる。例えば、孫ら（2014）は高知県沿岸住民を

対象に、2014 年伊予灘地震発生時における避難実態を把

握する調査を実施している。この調査の対象である高知

県四万十町、黒潮町は、南海トラフの新想定によって、

最大 30 メートル前後の津波に襲われ、10 メートル以上

も浸水するとの結果が示されており、津波避難タワーを

建設していた。しかし、この地震時の避難の様子を住民

からヒアリング調査した結果、「近くても標高の低い津

波避難タワーより、後方の高台に一刻も早くたどりつき

たい」との声が上がっていた（産経WEST）。すなわち、

地域住民は居住地域の津波リスクに鑑みて、最寄りでは

ない避難先を選択していたことを明らかにしている。 

以上より、津波避難タワー・ビルへの避難行動の把握

には、避難先の候補となる各施設の特性を考慮して避難

先選択を分析する必要があると考えられるが、著者らが



把握した範囲ではそのような研究が十分になされている

とはいえない状況にある。例えば、山田・岸本（2015）

は、被験者に異なる特性（立地場所や避難距離、収容人

数など）を持つ仮想的な津波避難ビルを複数箇所提示し、

避難意向を把握する調査を実施し、どのような要因が津

波避難ビル選択に影響するのかをモデル化している。そ

して、分析結果より、津波避難ビルの「階数」、「収容数」

の特性と、「避難方向」、「移動距離」、「海から津波避難

ビルまでの距離」の地理的特性が、津波避難時の津波避

難ビルの選択行動に影響を与える要因であることを明ら

かにしている。しかし、この研究では、津波避難先とし

て津波避難ビルしか提示されておらず、津波避難ビル・

タワーと津波浸水区域外の避難場所や高台などとの選択

行動は考慮されていない。また、設問の際に、津波避難

ビルについて、「津波避難ビルに到達すれば安全が確保

される」という説明がされているため、津波避難施設の

デメリットである想定を超える津波が襲来した際に、さ

らに高い所へ避難するという“二度逃げ”に対する認識

が避難先選択に与える影響についても考慮されていない。 

前述のように、東日本大震災の発生から約 6 年、南海

トラフの新想定の公表から約 5 年が経過し、津波による

甚大な被害が想定されている地域では、すでに多くの津

波避難タワーが新設され、多くの津波避難ビルも指定済

みの状況にある。この現状に鑑みると、津波避難タワー・

ビルの効果的な設置場所の検討よりも、整備済み施設の

効果的活用方策を検討することが現実的であろう。その

ためには、地域住民の津波避難タワー・ビルへの避難に

対する認識を把握することは重要と考えられる。 

 

３．調査概要 

本研究では、津波避難タワー・ビルへの避難意向特性

を把握するために、和歌山県新宮市民を対象としたアン

ケート調査（以下、新宮調査）を行った。そして、新宮

調査だけでは調査結果から得られる知見の一般化に限界

があると考え、新宮調査との比較のために、南海トラフ

の巨大地震によって甚大な津波被害が想定されている 6

県の太平洋沿岸に位置する 102 市町村に居住する住民を

対象としたインターネット調査（以下、Web 調査）を実

施した。表-1にそれぞれの調査概要を示す。ここで新宮

調査は、新想定の公表後、新宮市が新たに作成・配布し

た津波ハザードマップの閲覧実態を把握する調査の中に

本稿の分析で用いる設問を加えて実施した。そのため、

普段よりも津波のことを意識している住民が多い状況で

把握した結果である可能性がある。一方、Web 調査は、

東日本大震災発生後の危機意識などの経年変化を把握す

ることを目的とした調査の中に本稿の分析で用いる設問

を加えて実施した。ここで東日本大震災が発生した 3 月

11 日前後にはテレビなどで津波に関する報道が増える

ため、新宮調査対象者同様、普段よりも津波のことを意

識する住民が増えることが考えられる。そのため、両調

査は回答者の津波に対する意識について、ほぼ同等の状

況で把握した調査結果であると判断し、比較対象とした。

また調査対象については、新宮調査では津波ハザードマ

ップで津波による浸水が想定されている地区の住民を対

象としたことに対し、Web 調査では、太平洋沿岸市町村

に居住し、自宅が津波によって浸水する可能性があると

認識しているモニターのみを対象とした。そのため、想

定浸水域内に居住していても「浸水しない」と考えてい

る新宮調査回答者や、想定浸水域外に居住していても「浸

水する」と考えているWeb 調査回答者がいる可能性はあ

るが、少なくとも自宅または自宅周辺が津波によって浸

水すると想定されている住民を対象とした調査結果であ

るため、両調査の結果を比較することとした。 

和歌山県新宮市は、「南海トラフ巨大地震モデル検討

会（第二次報告）」によると、最大震度 7 の強い地震が予

測され、それに伴って発生する津波の最大高さは 14 メー

トル、津波高 1 メートルが到達する時間は 4 分と想定さ

れている。調査を行った平成 26 年 12 月時点では、熊野

川の河口部に位置する海抜の低い住宅地である熊野地地

区では、地区のほぼすべてが浸水すると想定されている

にも関わらず、津波一時避難場所は約 60 名が収容可能な

民間のマンションが 1 棟しかなく、津波到達時間までに

浸水域外の高台などに避難することができない津波避難

困難地域とされている。そのため、高齢者や乳幼児・障

がいのある人などの災害時要配慮者や、避難が遅れた人

が避難するため避難施設として、海抜約 5 メートルの津

波浸水域内にある駐車場に、市内では初めてとなる津波

避難タワーの建設が予定されていた。しかし、地域住民

の理解が得られないなどの理由で建設は中止されること

になり、未だに津波避難タワーの建設は行われていない。 

一方、Web 調査を実施した太平洋沿岸の 6 県 102 市町

村については、それぞれの市町村に想定された津波高、

津波到達時間は大きく異なる。最大津波高では、全国で

最も高い 34 メートルと想定された高知県幡多郡黒潮町

から、最大津波高 4 メートルが想定されている愛知県豊

川市、碧南市などの 9 市町村も含まれている。また、津

表-1 調査概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



波高 1 メートルが到達する時間は、最も短い 2 分と想定

された静岡県静岡市、焼津市、和歌山県太地町、串本町

から、最も長く想定されている 102 分の愛知県名古屋市

も含まれている。 

 

４．仮想状況下における避難意向の把握（分析 1） 

（１）新宮調査結果 

本研究では、津波避難タワーやビルへの避難意向を把

握するために、アンケート中で仮想的な状況を提示し、

“早い段階で避難開始できた場合の避難先（裏に高台が

ある避難施設）”と、“避難開始が遅れた場合の避難先（津

波避難ビル）”の 2 箇所を提示し、自宅からどちらの避難

先に避難するのかを把握した。 

ここで新宮調査については、津波リスクが同様の一地

域を対象に調査を実施したため、新宮市津波ハザードマ

ップを参考に、多くの地域住民にとって現実的と考えら

れる仮想状況を図-1に示すように具体的に提示し、自宅

からどちらの避難施設に避難しようと思うかを問うた。

具体的には、“早い段階で避難開始できた場合の避難先”

として、「自宅からの所要時間が 15 分で裏に高台がある

避難施設（避難先①）」と、“避難開始が遅れた場合の避

難先”として、「自宅からの所要時間が 3 分である避難施

設（ビル）（避難先②）」”の 2 箇所を提示した。また、自

宅と 2 つの避難施設に想定されている津波浸水深と到達

時間についても具体的な条件を提示している。ここで避

難先の選択は、津波の発生時刻や季節などの発災条件に

も影響を受ける可能性があると考えられる。しかし、本

調査では、後述するように、そのような条件の違いによ

る影響なども含めて、避難先を選択する際にどのような

ことを考慮したのかを把握することを目的としている。

そのため、詳細な条件提示は行わず、前述の避難先に関

する条件のみを提示して避難意向を把握することとした。 

この仮想状況下における避難意向を把握した結果を図

-2に示す。これより、「避難先①」へ避難すると回答し

た人が 35.8％であり、「避難先②」へ避難すると回答した

人が 18.4％であった。今回提示した条件では、比較的短

時間で避難できる津波避難ビルよりも、避難に要する時

間が長くなるが、浸水域外の避難場所に避難するという

回答が多かった。一方で、「そのときの状況によるのでど

ちらともいえない」と回答した人が約 46％であった。 

次に、個人属性別で避難意向の把握を行う。性別に着

目すると、その違いによる回答結果の差は見られなかっ

た。年齢別では、他の年代と比較して、40 代では「避難

先①」を、20-30 代では「避難先②」を選択している割

合が高くなっている。一方、世帯構成別では、その違い

により回答結果に大きな差が見られた。ここで、世帯構

成については、同居家族のなかに高校生までの子供がい

る世帯を「子供○」、いない世帯を「子供×」とし、さ

らに、避難する際に支援が必要な方がいる世帯を「要支

援者○」、いない世帯を「要支援者×」としてそれぞれ

の組み合わせにより 4 つに分類した。回答結果より、他

の分類と比較して、「子ども〇／要支援者×」では「避

難先①」を、「子ども×／要支援者〇」では、「どちらと

もいえない」を選択している割合が高くなっていた。 

（２）Web 調査結果 

Web 調査では、回答者によって自宅周辺で想定される

津波高や津波到達時間、避難先までの所要時間などの条

件が大きく異なることから、新宮調査とは異なり、具体

的な数値条件を提示せずに、以下に示す 2 つの避難先を

言葉のみで表現し、自宅からどちらの避難先に避難しよ

うと思うかを問うた。なおweb 調査についても、津波発

生時刻や季節などの詳細な発災条件は提示せず、避難先

に関する条件のみを提示して避難意向を把握した。 

避難先①：“浸水が想定されていない場所にあり、さら

に高いところにも避難可能な場所にある学

校などの公共施設 

避難先②：“自宅から数分で避難でき、想定されている

津波より高い避難タワー・ビル（②避難先）” 

ここで、新宮調査の結果より、避難先の選択に際して

「どちらともいえない」という回答結果が約半数を占め

ていたことから、いずれかの避難先を選択してもらいや

すくなるように選択肢を 5 件法に変更した。また、Web

調査は「自宅が津波によって浸水する可能性がある」と

認識している住民だけを対象に実施しているが、場合に

よっては、「避難を考えていない」回答者も存在する可

能性がある。そのため、「避難せずに、自宅にとどまる」

という選択肢も加えて調査を行った。 

結果を図-3示す。これより、「避難先①」に避難する

側の回答の割合は合わせて 42.5％、「避難先②」に避難

する側の回答の割合は合わせて 36.2%であり、新宮調査

と比較すると、「どちらともいえない」の割合が減少し、

2 つの避難先の回答の割合の差も小さい結果となった。 

次に個人属性別に避難意向の把握を行う。性別では、

女性よりも男性の方が、浸水域外の避難施設である「避

難先①」に避難する側の回答の割合が高いことが見て取

れる。年齢別では、年齢が高くなるほど、「避難せずに

自宅にとどまる」の割合が高くなっているが、年齢と避

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 新宮調査で提示した条件 

 



難先選択との間に明確な関係はみられなかった。 

なお、本研究では仮想状況下において「避難する」こ

とを前提にして、住民がどちらの避難先を選択するのか

を分析対象としているため、以後、Web 調査結果につい

ては、「避難せずに自宅にとどまる」の回答を除いて分

析を行うものとする。 

 

５．津波からの避難先の選択に考慮される要因（分析 2） 

（１）避難先の選択に際して考慮したことの把握 

本研究では、津波避難先の選択に際して、津波避難タ

ワーやビルへの避難に関するメリット・デメリットをど

の程度考慮しているのかを把握した。具体的には、前章

で示した避難先を選択する際に、津波避難タワーやビル

への避難に関するメリット・デメリットとして、図-4に

示す 6 項目をし、それぞれについて「考慮した」「少し考

慮した」「考慮しなかった」で回答を得た。 

図-4より、新宮調査では、6 項目全てにおいて約 4 割

が「考慮した」と回答した。一方で、Web 調査では、い

ずれの項目においても、新宮調査よりも「考慮した」と

回答した割合は小さくなっている。新宮調査のように避

難先の具体的な条件を数値で提示した方が、避難時のメ

リット・デメリットを想像しやすいことが影響している

ものと考えられる。 

ここで、本研究において、津波避難先のメリット・デ

メリットとして取り上げた図-4に示す 6 項目が、どのよ

うな潜在因子によって構成されているのかを把握するた

めに、各項目に対する回答結果を「考慮しなかった」を

0 点とし、「少しは考慮した」を 1 点、「考慮した」を 2

点と数値化し、新宮調査、Web 調査それぞれの結果につ

いて、因子分析を行った。その結果を表-2に示す。 

これにより、新宮調査では 2 つの因子が抽出され、そ

れぞれの項目の内容と因子負荷量との関係から以下のよ

うに意味付けした。まず因子 1 は、津波避難についての

デメリットに関する要因であり、具体的には、避難経路

の被災などによる避難先までの所要時間の長期化を懸念

する内容の項目であったため、『避難途中で被災する危険

性』とした。そして因子 2 は、津波避難についてのメリ

ットに関する要因であり、具体的には、想定を越える津

波に備えて、さらに高台へ避難することを意識した内容

の項目であったため、『“二度逃げ”の必要性』とした。 

一方で、Web 調査では 1 つの因子しか抽出されなかっ

た。ここで新宮調査のように 2 つの因子が抽出されなか

った理由としては、仮想状況として提示した内容の具体

性の違いによるものと考えられる。すなわち、具体的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 仮想状況下における避難意向（新宮調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 仮想状況下における避難意向（Web 調査） 

 



数値が提示されて避難先を選択していないために、避難

先のメリット・デメリットをそれぞれどの程度考慮した

かではなく、単純に様々な状況を考慮して避難先を選択

したかどうかだけが要因として抽出されたものと推察さ

れる。そのため、抽出された因子は『避難先のメリット・

デメリットの考慮』とした。 

（２）個人属性別の因子得点の比較 

次に、個人属性と避難先のメリット・デメリットの考

慮の間にどのような関係があるのかを把握するために、

前節の因子分析によって得られた因子得点の平均値を個

人属性別に比較した。新宮調査の結果を図-5に、Web 調

査の結果を図-6にそれぞれ示す。 

図-5より、新宮調査の結果について、性別に着目する

と、男性よりも女性の方が『“二度逃げ”の必要性』を考

慮していることが把握できた。年齢別では、高齢世代ほ

ど『避難途中で被災する危険性』を考慮し、若い世代ほ

ど『“二度逃げ”の必要性』を考慮していることが把握で

きた。世帯構成別では、子どものみいる世帯（子ども〇

／要支援者×）は『“二度逃げ”の必要性』を考慮し、

要支援者のみいる世帯（×／〇）は『避難途中で被災す

る危険性』を考慮していることが把握できた。 

次に、図-6より、Web 調査の結果をみると、性別・年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 避難先の選択に際して考慮した項目 

 

表-2 避難先の選択に際して考慮した項目に関する因子分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



齢別ともに、新宮調査の結果のように、属性の違いによ

る因子得点の明確な差は見られなかった。 

 

６．津波からの避難先の決定に考慮される要因と避難先

選択との関連分析（分析 3） 

分析 1 と分析 2 で得られた結果より、避難先を選択す

るに際して考慮したことが、その選択結果に正しく影響

されているのであれば、新宮調査においては、『避難途中

で被災する危険性』を考慮すると、津波避難タワーやビ

ルなどに該当する「避難先②」を選択し、『“二度逃げ”

の必要性』を考慮すると、浸水域外の避難場所に該当す

る「避難先①」を選択していることになる。ここでは、

避難先選択に際して考慮した内容と避難先選択の間に、

上記のような関係が見られるのかどうかを検証する。具

体的には図-2､3 に示した仮想状況下における津波避難

先の選択結果（避難意向）別に表-2の結果から得られた

因子得点の平均を比較した。 

図-7 に新宮調査における避難意向別に因子得点の平

均を比較した結果を示す。この平均の差について分散分

析を行った結果、両因子ともに統計的に有意な結果が得

られた（1%水準）。また、多重比較を行った結果、『避難

途中で被災する危険性』『“二度逃げ”の必要性』ともに、

「避難先①」を選択した住民とそれ以外を選択した住民

との間に統計的に有意な差があることが確認された（1%

水準）。この結果より、津波避難先の選択に際して、『避

難途中で被災する危険性』をあまり考慮せず、『“二度逃

げ”の必要性』を強く考慮するような住民は、浸水域外

の避難場所や高台を避難先として選択するという関係が

あることが確認された。 

ここで、図-7 の分析だけでは、2 つの要因のそれぞれ

の考慮の程度と避難先の選択との関係は考察することが

できたが、2 つの要因をともに考慮する住民や片方のみ

を考慮する住民がどのような避難先を選択するのかを考

察することはできない。そこで、各因子の因子得点の平

均を算出し、それぞれ因子の平均よりも因子得点が高い

グループと低いグループに回答者（住民）を二分し、そ

の組み合わせによって、図-8に示す 4 分類ごとに避難意

向を比較した。図-8 より、『“二度逃げ”の必要性』を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 避難先の選択に際して考慮した項目に関する因子得点の比較（新宮調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 避難先の選択に際して考慮した項目に関する因子得点の比較（Web 調査） 

 



考慮せず、『避難途中で被災する危険性』のみを考慮する

住民は、他の分類と比較して、津波避難タワーやビルな

どに該当する「避難先②」を選択している割合が高くな

っている。逆に、『避難途中で被災する危険性』を考慮せ

ず、『“二度逃げ”の必要性』のみを考慮する住民は、他

の分類と比較して、浸水域外の避難場所や高台に該当す

る「避難先①」を選択している割合が圧倒的に高くなっ

ている。そして、両方を考慮する人は、「どちらともいえ

ない」の割合が高いことが確認できた。 

同様に Web 調査における避難意向別に因子得点の平

均を比較した結果を図-9に示す。分散分析の結果、統計

的に有意な結果が得られた（1%水準）。また多重比較の

結果、「どちらともいえない」と回答した住民と「①避難

先」および「②避難先」へ避難すると回答した住民との

間に統計的に有意な差があることが確認された（5%有

意）。すなわち、いずれかの避難先へ避難することを決め

ている住民よりも、そのときの状況によって避難先を判

断しようと考えている住民の方が、『避難先のメリット・

デメリット』を考慮している傾向にあることが確認され

た。これは、図-8の新宮調査の結果（両方を考慮する人

は、「どちらともいえない」の割合が高い）と整合する結

果であると考えられる。 

 

７．おわりに 

本研究では、津波避難先として、「津波浸水域外の公

共施設や高台などの避難施設」と「浸水域内にある津波

避難タワー・ビルなどの避難施設」の 2 つがある仮想的

な状況を提示、いずれの避難施設に避難しようと思うか

を把握し、住民の津波避難施設への避難に対する認識（メ

リット・デメリット）と津波襲来時の津波避難意向との

関連を把握した。以下に主要な成果をまとめる。 

本研究では、仮想的な状況の提示方法が異なる 2 つの

調査を実施した。その結果、想定津波高さ、津波到達ま

での時間、避難に要する時間について具体的な数値を条

件として提示した調査（新宮調査）では、津波避難先選

択の際に考慮することについて因子分析を行った結果、

『避難途中で被災する危険性』と『“二度逃げ”の必要性』

という二つの因子を抽出することができた。 

次に、この因子得点を個人属性別に比較した結果、高

齢世代ほど『避難途中で被災する危険性』を考慮し、若

い世代ほど『“二度逃げ”の必要性』を考慮する傾向にあ

った。また、子供のみいる世帯（子供〇／要支援者×）

では『“二度逃げ”の必要性』を考慮し、要支援者のみい

る世帯（子供×／要支援者〇）は『避難途中で被災する

危険性』を考慮することが確認された。 

そして、因子得点と避難先の選択結果との関係を分析

した結果、津波避難先の選択に際して、『避難途中で被災

する危険性』をあまり考慮せず、『“二度逃げ”の必要性』

を強く考慮するような住民は、浸水域外の津波避難場所

や高台を避難先として選択するという関係があることが

確認された。また、両因子とも考慮する住民は、避難先

選択に際し、「そのときの状況によるので、どちらともい

えない」と回答する割合が高かった。その一方で、『避難

途中で被災する危険性』のみを考慮し、『“二度逃げ”の

必要性』を考慮しない住民は、避難先として津波避難タ

ワー・ビルを選択する割合が高いことも把握された。こ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 避難意向別因子得点の比較（新宮調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 因子得点分類別避難意向の比較（新宮調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 避難意向別因子得点の比較（Web 調査） 

 



こで、命を守るための適切な対応行動は、災害発生時の

状況によって異なるのは明らかである。そのため、津波

避難についてのメリットまたはデメリットのいずれかの

みを考慮し、その認識のもとで避難先を一意に決めつけ

ていることは危険であるといえよう。 

以上の成果によって、既存の津波避難タワー・ビルへ

の効果的避難を促進するための今後の対策として、これ

までもその重要性は指摘されてきたが、「津波避難につい

てのメリット・デメリットを住民に認知してもらう」こ

とが重要であることが、改めて確認されたといえよう。

津波避難タワー・ビルへの避難は、避難に時間を要する

住民や地震発生後すぐに避難を開始することができなか

った場合に考えるものであり、原則としては、想定浸水

域外の高台や避難施設へ避難することを考えるべきであ

る。そのため、住民には、平常時から津波避難について

のメリット・デメリットを理解した上で、居住地域で想

定されている津波高や津波到達時間を目安にして避難先

を複数検討しておき、いざというときには避難開始タイ

ミングや避難先への避難完了までに要する時間を考慮し

て、そのときに命を守ることができる可能性の最も高い

対応を判断することが求められる。この避難指針の住民

への周知を徹底することが必要不可欠である。そして、

本研究の成果を踏まえた広報戦略としては、個人属性に

応じた情報提供内容と提供手段を検討することが効果的

と考えられる。具体的には、若い世代に伝わりやすい広

報手段であると考えられる SNS や学校などでの子ども

を通じた情報提供では、『避難途中で被災する危険性』を

より認識してもらえるような内容とし、一方で、高齢世

代に伝わりやすい広報手段であると考えられる「広報誌」

や高齢者の集まり易い自主防災会のなど地域の集まりを

通じた情報提供では『“二度逃げ”の必要性』をより認識

してもらえるような内容とすることが考えられる。 
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ABSTRACT 

 

After the Great East Japan Earthquake, construction of tsunami evacuation facilities is successive. The purpose 

of this study is to grasp the relation between the consciousness about evacuation to resident’s tsunami evacuation 

facilities and the intention of tsunami evacuation. 

An investigation object area is 2. It is Shingu-shi, Wakayama and 6 prefectures where Nankai-trough disastrous 

earthquake is assumed. As a result, the person who is considering injured danger while taking refuge and isn’t 

considering necessity from which I take evacuation in the higher place (nidonige) chooses tsunami evacuation tower 

and building was grasped. And also while taking refuge, the old generation is considering injured danger. And the 

necessity from I take evacuation in the higher place is being considered in the young generation. Therefore it’s 

necessary to make the dissemination of information the individual genus gender. 
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